
財務・非財務ハイライト （11年間サマリー）

※1 米ドル金額は読者の便宜のために提供するものであり、換算レートには2022年3月
31日の為替レート（1米ドル＝122.39円）を使用しています。

※2 設備投資額は、有形固定資産及び無形固定資産の支払いベースの数値です。
※3 減価償却費は、有形固定資産及び無形固定資産のキャッシュ・フロー計算書ベース

の数値です。
※4 2015年10月1日付で普通株式1株につき、2株の割合で株式分割を実施。これを

遡及適用した数値です。
※5 1株当たり純資産＝（純資産総額－少数株主持分）／（発行済株式数－自己株式数）
※6 2018年度より、ＫＭバイオロジクス（株）熊本工場を集計対象範囲に加え、2019年

度より同社の全拠点を範囲に加えています。
廃棄物排出量は、生産系拠点を集計対象範囲にしています。

※7 中国、アジア（中国を除く）、北米・欧州の生産系14工場（2019年度までは12工場、
2020年度は13工場）。

財務情報 単位 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2021年度 単位 ※1

会計年度： 売上高 百万円 1,109,275 1,126,520 1,148,076 1,161,152 1,223,746 1,242,480 1,240,860 1,254,380 1,252,706 1,191,765 1,013,092 8,277,579 千ドル
セグメント別 食品 百万円 986,319 1,001,551 1,015,265 1,021,806 1,061,398 1,082,115 1,073,655 1,056,637 1,049,559 999,673 826,080 6,749,577 千ドル

医薬品 百万円 125,274 127,361 135,105 141,338 164,542 161,620 168,466 198,688 204,354 193,664 187,981 1,535,926 千ドル
セグメント別
（海外）

食品 百万円 ― ― 29,097 29,418 38,353 38,191 43,474 47,182 48,422 49,173 52,618 429,921 千ドル
医薬品 百万円 ― ― 17,325 23,961 41,961 38,731 39,485 41,009 43,507 37,692 40,368 329,835 千ドル

売上総利益 百万円 370,774 382,684 394,062 403,386 445,561 461,326 454,882 456,569 462,523 449,625 323,249 2,641,143 千ドル
営業利益 百万円 20,189 25,859 36,496 51,543 77,781 88,395 94,673 98,383 102,710 106,061 92,922 759,232 千ドル
税金等調整前当期純利益 百万円 14,588 25,214 33,687 48,657 95,210 89,192 91,079 94,586 97,747 103,183 128,455 1,049,561 千ドル
親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 6,805 16,646 19,060 30,891 62,580 60,786 61,278 61,868 67,318 65,655 87,497 714,904 千ドル
設備投資額 ※2 百万円 38,324 37,668 47,038 64,347 42,354 50,417 71,777 71,243 71,109 67,900 93,166 761,226 千ドル
研究開発費 百万円 23,823 26,199 26,067 26,105 27,308 26,162 26,507 29,182 31,446 31,404 33,441 273,237 千ドル
減価償却費 ※3 百万円 40,871 40,821 40,972 41,885 42,077 45,872 46,511 43,033 46,198 48,411 50,103 409,379 千ドル
営業活動によるキャッシュ・フロー（A） 百万円 30,597 50,622 63,847 86,487 105,155 81,888 108,775 112,100 114,103 123,683 127,526 1,041,968 千ドル
投資活動によるキャッシュ・フロー（B） 百万円 (44,314) (39,504) (47,293) (92,822) (9,809) (44,291) (64,394) (100,202) （70,811） （93,110） (27,614) (225,629) 千ドル
財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円 4,861 (9,411) (18,194) 6,846 (85,071) (46,548) (40,121) (13,980) （30,287） （28,293） (76,997) (629,119) 千ドル
フリー・キャッシュ・フロー（A+B） 百万円 (13,716) 11,118 16,553 (6,335) 95,346 37,597 44,380 11,898 43,291 30,573 99,911 816,338 千ドル

会計年度末： 総資産 百万円 749,985 785,514 779,461 877,367 856,115 883,895 927,544 1,004,143 998,920 1,067,000 1,117,459 9,130,320 千ドル
有利子負債 百万円 205,261 205,394 198,376 221,480 147,828 129,497 119,102 116,385 106,764 101,775 81,267 664,001 千ドル
自己資本 百万円 291,589 313,383 320,447 370,341 408,874 448,901 487,310 527,310 562,753 621,428 673,336 5,501,562 千ドル

1株当たり情報 ※4 当期純利益（EPS） 円 46.19 112.99 129.40 209.79 425.06 413.11 422.15 426.61 464.08 452.52 607.24 4.961 ドル
純資産（BPS） ※5 円 1,979.12 2,127.28 2,175.98 2,515.26 2,777.28 3,064.91 3,360.70 3,635.79 3,879.18 4,282.80 4,781.52 39.067 ドル
配当金 円 40.00 40.00 40.00 50.00 90.00 110.00 130.00 140.00 150.00 160.00 170.00 1.389 ドル

レシオ 自己資本当期純利益率（ROE） % 2.3 5.5 6.0 8.9 16.1 14.2 13.1 12.2 12.4 11.1 13.5
総資産経常利益率（ROA） % 3.0 3.8 5.0 6.5 9.4 10.2 10.6 10.3 10.3 10.7 8.6
自己資本比率 % 38.9 39.9 41.1 42.2 47.8 50.8 52.5 52.5 56.3 58.2 60.3
配当性向 % 86.6 35.4 30.9 23.8 21.2 26.6 30.8 32.8 32.3 35.4 28.0

非財務情報

エネルギー使用量 国内 TJ ― ― ― ― ― ― 9,281 9,845 10,714 9,766 9,424
海外 ※7 TJ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1,674 1,671

CO2排出量 国内 Scope1 万t-CO 2
48.4 52.4 58.2 56.8 55.0

23.6 23.0 22.8 22.2 21.5 22.1
Scope2 万t-CO 2 28.7 27.4 28.2 27.9 25.4 21.6
Scope3 ※8 全体 万t-CO 2 ― ― ― ― ― ― 203.5 318.9 303.5 294.8 302.7

カテゴリ1 万t-CO 2 ― ― ― ― ― ― ― 243.7 234.3 225.9 228.4
海外 ※7 Scope1 万t-CO 2

― ― ― ― 12.8
3.0 3.0 2.7 2.6 2.4 2.4

Scope2 万t-CO 2 9.7 9.5 8.6 7.6 7.0 7.5
Scope3 万t-CO 2 ― ― ― ― ― ― ― ― 21.9 18.7 20.0

水使用量 国内 ※10 千ｍ 3 23,674 22,902 22,723 20,148 24,375 24,104 22,305 22,056 21,979 21,189 19,808
海外 ※7 千ｍ 3 ― ― ― ― ― ― 1,778 1,427 1,418 1,382 1,448

排水量 国内 ※10 千ｍ 3 21,652 20,864 20,566 16,504 21,214 20,255 17,914 19,702 18,415 17,248 16,450
海外 ※7 千ｍ 3 ― ― ― ― ― ― ― 884 1,022 977 947

廃棄物排出量 国内 ※11 万 t 8.7 8.1 7.2 7.4 7.6 5.4 6.3 2.8 2.8 2.6 2.4
海外 ※7 万 t ― ― ― ― ― ― ― ― 0.4 0.4 0.3

連結決算

※8 2018年度より、Scope3の集計対象範囲にカテゴリ4. 輸送、配送（上流）、カテゴ
リ9. 輸送、配送（下流）を加えています。また、カテゴリ1の算出に際し、集計対
象範囲を製品生産に必要な大半を占める原材料に拡大しました。

※9 過年度データを見直しました。
※10 2014年度までは（株）明治・Meiji Seika ファルマ（株）の単体、2015年度以降は

国内明治グループ。
※11 2018年度より集計対象範囲を、生産系拠点から排出される産業廃棄物のみとしま

した。
※12 2020年度第1四半期連結会計期間において、企業結合に係る暫定的な会計処理

の確定を行っており、2019年度に係る主要な経営指標等については、暫定的な会
計処理の確定による取得原価の当初配分額の見直しが反映された後の金額によっ
ています。

※13 2021年度より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3
月31日）等を適用しています。

※14 2017年度より海外売上高の算出規準を見直しました。
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非財務情報の算定方法
［ エネルギー使用量 ］
（国内、海外）
「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」（省エネ法）に基づき算定しています。

［ CO2排出量 Scope1, 2 ］
（国内）「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき算定しています。Scope2の購入電力は、電気事業者別の基礎排出係数を利用しています。
（海外） Scope1は「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく排出係数を利用し、Scope2は IEA、Emissions from Fuel Combustion の排出係数を利用しています。
［ CO2排出量 Scope3 ］
（国内、海外）
サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドラインに基づき算出しています。
Scope3集計対象カテゴリ：1. 購入した製品・サービス、2. 資本財、3. Scope1, 2に含まれない燃料及びエネルギー関連活動、4. 輸送、配送（上流）、
5. 事業活動から出る廃棄物、6. 出張、7. 雇用者の通勤、9. 輸送、配送（下流）、12. 販売した製品の廃棄
カテゴリ1：食品事業及び医薬品事業に関わる主要原材料、包装用資材（紙、プラスチック、段ボール、スチール、アルミ、ビン）の購入金額に排出原単位※を乗じて算出。
※ サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース
［ 廃棄物排出量 ］
（国内）廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき算定しています。
（海外）廃棄物の処理及び清掃に関する法律に準じた方法で算定しています。

財務情報 単位 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2021年度 単位 ※1

会計年度： 売上高 百万円 1,109,275 1,126,520 1,148,076 1,161,152 1,223,746 1,242,480 1,240,860 1,254,380 1,252,706 1,191,765 1,013,092 8,277,579 千ドル
セグメント別 食品 百万円 986,319 1,001,551 1,015,265 1,021,806 1,061,398 1,082,115 1,073,655 1,056,637 1,049,559 999,673 826,080 6,749,577 千ドル

医薬品 百万円 125,274 127,361 135,105 141,338 164,542 161,620 168,466 198,688 204,354 193,664 187,981 1,535,926 千ドル
セグメント別
（海外）

食品 百万円 ― ― 29,097 29,418 38,353 38,191 43,474 47,182 48,422 49,173 52,618 429,921 千ドル
医薬品 百万円 ― ― 17,325 23,961 41,961 38,731 39,485 41,009 43,507 37,692 40,368 329,835 千ドル

売上総利益 百万円 370,774 382,684 394,062 403,386 445,561 461,326 454,882 456,569 462,523 449,625 323,249 2,641,143 千ドル
営業利益 百万円 20,189 25,859 36,496 51,543 77,781 88,395 94,673 98,383 102,710 106,061 92,922 759,232 千ドル
税金等調整前当期純利益 百万円 14,588 25,214 33,687 48,657 95,210 89,192 91,079 94,586 97,747 103,183 128,455 1,049,561 千ドル
親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 6,805 16,646 19,060 30,891 62,580 60,786 61,278 61,868 67,318 65,655 87,497 714,904 千ドル
設備投資額 ※2 百万円 38,324 37,668 47,038 64,347 42,354 50,417 71,777 71,243 71,109 67,900 93,166 761,226 千ドル
研究開発費 百万円 23,823 26,199 26,067 26,105 27,308 26,162 26,507 29,182 31,446 31,404 33,441 273,237 千ドル
減価償却費 ※3 百万円 40,871 40,821 40,972 41,885 42,077 45,872 46,511 43,033 46,198 48,411 50,103 409,379 千ドル
営業活動によるキャッシュ・フロー（A） 百万円 30,597 50,622 63,847 86,487 105,155 81,888 108,775 112,100 114,103 123,683 127,526 1,041,968 千ドル
投資活動によるキャッシュ・フロー（B） 百万円 (44,314) (39,504) (47,293) (92,822) (9,809) (44,291) (64,394) (100,202) （70,811） （93,110） (27,614) (225,629) 千ドル
財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円 4,861 (9,411) (18,194) 6,846 (85,071) (46,548) (40,121) (13,980) （30,287） （28,293） (76,997) (629,119) 千ドル
フリー・キャッシュ・フロー（A+B） 百万円 (13,716) 11,118 16,553 (6,335) 95,346 37,597 44,380 11,898 43,291 30,573 99,911 816,338 千ドル

会計年度末： 総資産 百万円 749,985 785,514 779,461 877,367 856,115 883,895 927,544 1,004,143 998,920 1,067,000 1,117,459 9,130,320 千ドル
有利子負債 百万円 205,261 205,394 198,376 221,480 147,828 129,497 119,102 116,385 106,764 101,775 81,267 664,001 千ドル
自己資本 百万円 291,589 313,383 320,447 370,341 408,874 448,901 487,310 527,310 562,753 621,428 673,336 5,501,562 千ドル

1株当たり情報 ※4 当期純利益（EPS） 円 46.19 112.99 129.40 209.79 425.06 413.11 422.15 426.61 464.08 452.52 607.24 4.961 ドル
純資産（BPS） ※5 円 1,979.12 2,127.28 2,175.98 2,515.26 2,777.28 3,064.91 3,360.70 3,635.79 3,879.18 4,282.80 4,781.52 39.067 ドル
配当金 円 40.00 40.00 40.00 50.00 90.00 110.00 130.00 140.00 150.00 160.00 170.00 1.389 ドル

レシオ 自己資本当期純利益率（ROE） % 2.3 5.5 6.0 8.9 16.1 14.2 13.1 12.2 12.4 11.1 13.5
総資産経常利益率（ROA） % 3.0 3.8 5.0 6.5 9.4 10.2 10.6 10.3 10.3 10.7 8.6
自己資本比率 % 38.9 39.9 41.1 42.2 47.8 50.8 52.5 52.5 56.3 58.2 60.3
配当性向 % 86.6 35.4 30.9 23.8 21.2 26.6 30.8 32.8 32.3 35.4 28.0

非財務情報

エネルギー使用量 国内 TJ ― ― ― ― ― ― 9,281 9,845 10,714 9,766 9,424
海外 ※7 TJ ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1,674 1,671

CO2排出量 国内 Scope1 万t-CO 2
48.4 52.4 58.2 56.8 55.0

23.6 23.0 22.8 22.2 21.5 22.1
Scope2 万t-CO 2 28.7 27.4 28.2 27.9 25.4 21.6
Scope3 ※8 全体 万t-CO 2 ― ― ― ― ― ― 203.5 318.9 303.5 294.8 302.7

カテゴリ1 万t-CO 2 ― ― ― ― ― ― ― 243.7 234.3 225.9 228.4
海外 ※7 Scope1 万t-CO 2

― ― ― ― 12.8
3.0 3.0 2.7 2.6 2.4 2.4

Scope2 万t-CO 2 9.7 9.5 8.6 7.6 7.0 7.5
Scope3 万t-CO 2 ― ― ― ― ― ― ― ― 21.9 18.7 20.0

水使用量 国内 ※10 千ｍ 3 23,674 22,902 22,723 20,148 24,375 24,104 22,305 22,056 21,979 21,189 19,808
海外 ※7 千ｍ 3 ― ― ― ― ― ― 1,778 1,427 1,418 1,382 1,448

排水量 国内 ※10 千ｍ 3 21,652 20,864 20,566 16,504 21,214 20,255 17,914 19,702 18,415 17,248 16,450
海外 ※7 千ｍ 3 ― ― ― ― ― ― ― 884 1,022 977 947

廃棄物排出量 国内 ※11 万 t 8.7 8.1 7.2 7.4 7.6 5.4 6.3 2.8 2.8 2.6 2.4
海外 ※7 万 t ― ― ― ― ― ― ― ― 0.4 0.4 0.3

※14

※12

※13

※12
※12

※12

※12

※12
※12
※12

※12

※6

※6

※6

※13
※13

※13
※13

※6

※6 ※6
※6 ※6
※6 ※6 ※9

※6 ※6

※6 ※6 ※9

※6 ※6

※9

集計対象範囲はP.87に記載しています。 の付された数値は第三者保証を受けています。

※9

有価証券報告書（PDF）
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2021年度から2023年度までの3カ年で食育を延べ70万人に実施　[ 明治 単体 ]

社会課題におけるマテリアリティ

こころとからだの健康に貢献

健康・栄養　SDGs: 2, 3, 4

脱炭素社会　SDGs: 7, 13

水資源　SDGs: 6, 14
社会課題 KPI

実績

　 健康な食生活への貢献
　 超高齢社会への対応

● 医薬品の安定供給

2021年度

18.8万人

32.4%
※2

2022年度の上市を
目指して対応中

　 新興・再興感染症対策

健康志向商品、付加価値型栄養商品、超高齢社会に貢献する商品の
売上伸長を2023年度に2020年度比で10％以上増加　[ 明治 国内 連結 ]

2023年度までにKey Drug 5剤の数量シェア50%以上
[ MSP 国内 連結 ]

2023年度までに新型コロナウイルスワクチンの上市を目指す
[ MSP、KMB 単体 ]

−3.1%
※1

環境との調和

※1 基準年度の総排出量はＫＭバイオロジクス（株）からのCO2排出量を含む74.2万 t - CO2

※2 2022年度にCO2削減目標を変更　　※3 基準年は2020年度

※1 2022年5月に開示した「2021年度 決算説明資料」で掲載していた速報値から修正しました
※2 Copyright © 2022 IQVIA. / JPM 2022年3月MATをもとに作成 / 無断転載禁止

　 CO2排出量の削減 2030年度までに自社拠点でのCO2総排出量（Scope1, 2）を
2015年度比40%以上削減　[ 明治G 連結 ] ※1 −27.8%

2030年度までに自社拠点でのCO2総排出量（Scope1, 2）を
2019年度比50%以上削減　[ 明治G 連結 ]※2 −11.3%

5.3%

−48.4%

2030年度までに自社拠点における総使用電力に占める
再生可能エネルギー比率を50%以上へ拡大　[ 明治G 連結 ]

● 特定フロンの全廃 2030年度までに国内生産拠点において、冷蔵・冷凍設備などで
使用されている特定フロンを全廃　[ 明治G 国内 連結 ] ※3

　 水資源の確保 2030年度までに自社拠点での水使用量の売上高原単位を
2017年度比20%以上削減を目指す　[ 明治G 連結 ]

−8.4%
※

24.2%

61.9%
※

2030年度までに製品原料として使用する水の涵養率45%以上　[ 明治G 連結 ]

● 地域生態系の保護

生物多様性　SDGs: 6, 15

循環型社会　SDGs: 12

社会課題 KPI

　 環境負荷の低減

※ 原単位は「収益認識に関する会計基準」を適用前の売上高から算出

※ 新型コロナウイルス感染症拡大に伴う、計画の中止・延期による影響

2025年度までに国内の食品事業における製品廃棄量を
2016年度比50%削減　[ 明治 国内 連結 ]

80.5%

−34.1％

2030年度までに国内の容器包装などのプラスチック使用量を
2017年度比25%以上削減　[ 明治G 国内 連結 ]

2023年度までに再資源化率を85%以上に拡大　[ 明治G 国内 連結 ]

2030年度までに物流部門で使用するパレット、クレート、ストレッチフィルムなどを
リユース・リサイクルにより100%有効利用　[ 明治G 国内 連結 ]

バイオマスプラスチックや再生プラスチックの使用拡大　[ 明治G 国内 連結 ]

社会課題 KPI
実績

2021年度

実績

2021年度

※

100%

新たに果汁グミ
包材に使用

社会課題 KPI
実績

2021年度

社会課題 KPI

2023年度までに生産拠点での生物多様性保全活動を100%実施
[ 明治G 連結 ]

実績

2021年度

2030年度までにCO2総排出量（Scope3 カテゴリ1購入した原料・包材、
カテゴリ4・9上流・下流の輸送・配送、カテゴリ12販売した製品の廃棄）を
2019年度比30%以上削減　[ 明治G 連結 ]※2

−2.8%

　[     ] KPIの対象範囲
明治G
明治HD
明治
MSP
KMB

：明治グループ連結
：明治ホールディングス（株）
：（株）明治
：Meiji Seikaファルマ（株）
：ＫＭバイオロジクス（株）

2030年度までにCO2総排出量（Scope3 カテゴリ1購入した原料・包材、
カテゴリ4・9上流・下流の輸送・配送、カテゴリ12販売した製品の廃棄）を
2019年度比14％以上削減　[ 明治G 連結 ]

−2.8%

※ 2022年度中に算出

明治グループが貢献できる主なSDGs 13項目
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2021年度から2023年度までの3カ年で食育を延べ70万人に実施　[ 明治 単体 ]

社会課題におけるマテリアリティ

こころとからだの健康に貢献

健康・栄養　SDGs: 2, 3, 4

脱炭素社会　SDGs: 7, 13

水資源　SDGs: 6, 14
社会課題 KPI

実績
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2021年度
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32.4%
※2
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　 新興・再興感染症対策
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−3.1%
※1

環境との調和

※1 基準年度の総排出量はＫＭバイオロジクス（株）からのCO2排出量を含む74.2万 t - CO2

※2 2022年度にCO2削減目標を変更　　※3 基準年は2020年度

※1 2022年5月に開示した「2021年度 決算説明資料」で掲載していた速報値から修正しました
※2 Copyright © 2022 IQVIA. / JPM 2022年3月MATをもとに作成 / 無断転載禁止
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　 水資源の確保 2030年度までに自社拠点での水使用量の売上高原単位を
2017年度比20%以上削減を目指す　[ 明治G 連結 ]

−8.4%
※

24.2%

61.9%
※
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社会課題 KPI
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2017年度比25%以上削減　[ 明治G 国内 連結 ]

2023年度までに再資源化率を85%以上に拡大　[ 明治G 国内 連結 ]
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リユース・リサイクルにより100%有効利用　[ 明治G 国内 連結 ]
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2023年度までに生産拠点での生物多様性保全活動を100%実施
[ 明治G 連結 ]
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2021年度

2030年度までにCO2総排出量（Scope3 カテゴリ1購入した原料・包材、
カテゴリ4・9上流・下流の輸送・配送、カテゴリ12販売した製品の廃棄）を
2019年度比30%以上削減　[ 明治G 連結 ]※2

−2.8%

　[     ] KPIの対象範囲
明治G
明治HD
明治
MSP
KMB

：明治グループ連結
：明治ホールディングス（株）
：（株）明治
：Meiji Seikaファルマ（株）
：ＫＭバイオロジクス（株）

2030年度までにCO2総排出量（Scope3 カテゴリ1購入した原料・包材、
カテゴリ4・9上流・下流の輸送・配送、カテゴリ12販売した製品の廃棄）を
2019年度比14％以上削減　[ 明治G 連結 ]

−2.8%

※ 2022年度中に算出

明治グループが貢献できる主なSDGs 13項目
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　 人権の尊重

RSPO : Roundtable on Sustainable Palm Oil（持続可能なパーム油のための円卓会議）
MDA：Meiji Dairy Advisory

2023年度までにRSPO認証パーム油への100％代替　[ 明治 連結 ]

2023年度までに環境配慮紙への100%代替　[ 明治G 連結 ]

　 人権・環境に配慮した
原材料調達

2021年度までに国内グループ会社のサプライヤーを対象にした
サステナブル調達アンケートの開始

2026年度までにサステナブルカカオ豆の調達比率を100%へ
[ 明治 連結 ]

2022年度までに主要海外グループ会社のサプライヤーを対象にした
サステナブル調達アンケートの開始　[ 明治G 連結 ]

42%

84%

98%

酪農家の経営に関する支援活動MDAを年400回以上実施および
2023年度までに累計2,150回以上実施　[ 明治 国内 連結 ]

健康経営優良法人（ホワイト500）の継続認定
[ 明治HD、明治、MSP、KMB 単体 ]

　 多様性の尊重と
人財育成

2017年度2.6%の女性管理職比率を2026年度までに
10%以上を目指す　[ 明治HD、明治、MSP、KMB 単体 ] 4.7%

2026年度の女性リーダー※の人数を2017年度の約3倍にあたる
420人以上を目指す　[ 明治HD、明治、MSP、KMB 単体 ] 237人

2.57%障がい者法定雇用率以上　[ 明治HD、明治、MSP、KMB 単体 ]

● 働きやすい職場づくり

※ リーダー：管理職および係長職相当

国内エネルギー使用量、国内CO2排出量（Scope1, Scope2）、国内水使用量および国内産業廃棄物排出量の集計対象範囲

国内CO2排出量（Scope3 カテゴリ1）の集計対象範囲

豊かな社会づくり

人財　SDGs: 5, 8, 10

共通

持続可能な調達活動　SDGs: 8, 12, 15, 17

社会　SDGs: 8, 10, 17

　本報告書P.82、83に記載した2021年度の国内エネルギー使用量、国内CO2排出量（Scope1、Scope2およびScope3 カテゴリ1）、
国内水使用量および国内産業廃棄物排出量については信頼性を確保するため、デロイト トーマツ サステナビリティ株式会社による第三者
保証を受けています。今後も環境データの信頼性の向上に努めていきます。

明治ホールディングス株式会社、株式会社 明治およびグループ会社（四国明治株式会社、東海明治株式会社、群馬明治株式会社、栃木明治牛乳株式会社、明治油脂株式会社、千葉明
治牛乳株式会社、道南食品株式会社、明治産業株式会社、明治チューインガム株式会社、東海ナッツ株式会社、日本罐詰株式会社、明治飼糧株式会社、沖縄明治乳業株式会社、明治ロ
ジテック株式会社）、Meiji Seika ファルマ株式会社およびグループ会社（大蔵製薬株式会社）、ＫＭバイオロジクス株式会社
なお、明治ロジテック株式会社については、自社所有の輸送車両に関わる燃料分に限り集計に含めています。
また、国内産業廃棄物排出量については、上記のうち生産系拠点のみを集計に含めています。

株式会社 明治およびグループ会社（四国明治株式会社、東海明治株式会社、群馬明治株式会社、栃木明治牛乳株式会社、明治油脂株式会社、千葉明治牛乳株式会社、道南食品株式会社、
明治産業株式会社、明治チューインガム株式会社、東海ナッツ株式会社、日本罐詰株式会社、沖縄明治乳業株式会社）、Meiji Seika ファルマ株式会社およびグループ会社（大蔵製薬株式
会社）、ＫＭバイオロジクス株式会社の国内生産系事業所において投入する主要原材料、包装用資材（紙、プラスチック、段ボール、スチール、アルミ、ビン）を対象。

社会課題 KPI
実績

2021年度

社会課題 KPI

● ステークホルダーとの
エンゲージメント

国内グループ全従業員に対して人権教育（e-learningを含む）を
年1回以上実施　[ 明治G 国内 連結 ]

海外グループ全従業員に対して2023年度までに1回以上の
人権教育（e-learningを含む）を実施　[ 明治G 海外 連結 ]

ESGミーティングおよびアドバイザリーボードを
年3回以上実施　[ 明治HD ]

● 社会貢献活動の推進 国内グループ全従業員の社会貢献活動への参加を
年2回以上（半期に1回以上）実施　[ 明治G 国内 連結 ]

実績

2021年度

46社を対象に実施

475回 / 年
累計1,423回

2022年度中の実施に向けて
検討を開始

社会課題 KPI
実績

2021年度

1回実施
（対象人数：約13,000人 / 

受講率：90%）
海外グループ会社3社に対して実施
（対象人数：約770 人 / 

受講率：99%）

ESGミーティング：1回
アドバイザリーボード：2回

健康経営優良法人（ホワイト500）
2022認定取得

半期に1回以上参加した率：
上期90％、下期92％

非財務パフォーマンス（マテリアリティへの取り組みの進捗）
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　 人権の尊重

RSPO : Roundtable on Sustainable Palm Oil（持続可能なパーム油のための円卓会議）
MDA：Meiji Dairy Advisory

2023年度までにRSPO認証パーム油への100％代替　[ 明治 連結 ]

2023年度までに環境配慮紙への100%代替　[ 明治G 連結 ]

　 人権・環境に配慮した
原材料調達

2021年度までに国内グループ会社のサプライヤーを対象にした
サステナブル調達アンケートの開始

2026年度までにサステナブルカカオ豆の調達比率を100%へ
[ 明治 連結 ]

2022年度までに主要海外グループ会社のサプライヤーを対象にした
サステナブル調達アンケートの開始　[ 明治G 連結 ]

42%

84%

98%

酪農家の経営に関する支援活動MDAを年400回以上実施および
2023年度までに累計2,150回以上実施　[ 明治 国内 連結 ]

健康経営優良法人（ホワイト500）の継続認定
[ 明治HD、明治、MSP、KMB 単体 ]

　 多様性の尊重と
人財育成

2017年度2.6%の女性管理職比率を2026年度までに
10%以上を目指す　[ 明治HD、明治、MSP、KMB 単体 ] 4.7%

2026年度の女性リーダー※の人数を2017年度の約3倍にあたる
420人以上を目指す　[ 明治HD、明治、MSP、KMB 単体 ] 237人

2.57%障がい者法定雇用率以上　[ 明治HD、明治、MSP、KMB 単体 ]

● 働きやすい職場づくり

※ リーダー：管理職および係長職相当

国内エネルギー使用量、国内CO2排出量（Scope1, Scope2）、国内水使用量および国内産業廃棄物排出量の集計対象範囲

国内CO2排出量（Scope3 カテゴリ1）の集計対象範囲

豊かな社会づくり

人財　SDGs: 5, 8, 10

共通

持続可能な調達活動　SDGs: 8, 12, 15, 17

社会　SDGs: 8, 10, 17

　本報告書P.82、83に記載した2021年度の国内エネルギー使用量、国内CO2排出量（Scope1、Scope2およびScope3 カテゴリ1）、
国内水使用量および国内産業廃棄物排出量については信頼性を確保するため、デロイト トーマツ サステナビリティ株式会社による第三者
保証を受けています。今後も環境データの信頼性の向上に努めていきます。

明治ホールディングス株式会社、株式会社 明治およびグループ会社（四国明治株式会社、東海明治株式会社、群馬明治株式会社、栃木明治牛乳株式会社、明治油脂株式会社、千葉明
治牛乳株式会社、道南食品株式会社、明治産業株式会社、明治チューインガム株式会社、東海ナッツ株式会社、日本罐詰株式会社、明治飼糧株式会社、沖縄明治乳業株式会社、明治ロ
ジテック株式会社）、Meiji Seika ファルマ株式会社およびグループ会社（大蔵製薬株式会社）、ＫＭバイオロジクス株式会社
なお、明治ロジテック株式会社については、自社所有の輸送車両に関わる燃料分に限り集計に含めています。
また、国内産業廃棄物排出量については、上記のうち生産系拠点のみを集計に含めています。
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明治産業株式会社、明治チューインガム株式会社、東海ナッツ株式会社、日本罐詰株式会社、沖縄明治乳業株式会社）、Meiji Seika ファルマ株式会社およびグループ会社（大蔵製薬株式
会社）、ＫＭバイオロジクス株式会社の国内生産系事業所において投入する主要原材料、包装用資材（紙、プラスチック、段ボール、スチール、アルミ、ビン）を対象。

社会課題 KPI
実績

2021年度

社会課題 KPI

● ステークホルダーとの
エンゲージメント

国内グループ全従業員に対して人権教育（e-learningを含む）を
年1回以上実施　[ 明治G 国内 連結 ]

海外グループ全従業員に対して2023年度までに1回以上の
人権教育（e-learningを含む）を実施　[ 明治G 海外 連結 ]

ESGミーティングおよびアドバイザリーボードを
年3回以上実施　[ 明治HD ]

● 社会貢献活動の推進 国内グループ全従業員の社会貢献活動への参加を
年2回以上（半期に1回以上）実施　[ 明治G 国内 連結 ]

実績

2021年度

46社を対象に実施

475回 / 年
累計1,423回

2022年度中の実施に向けて
検討を開始

社会課題 KPI
実績

2021年度

1回実施
（対象人数：約13,000人 / 

受講率：90%）
海外グループ会社3社に対して実施
（対象人数：約770 人 / 

受講率：99%）

ESGミーティング：1回
アドバイザリーボード：2回

健康経営優良法人（ホワイト500）
2022認定取得

半期に1回以上参加した率：
上期90％、下期92％

エネルギー使用量、CO2 排出量、水使用量、および廃棄物排出量の第三者保証
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